
一般の場合 専門人材の場合

移住元
要件

令和元年８月５日以降に本市に転入 令和３年４月１日以降に本市に転入
令和３年４月１日以
降に本市に転入

令和３年７月12日以降に本市
に転入

令和元年８月５日以降
に本市に転入

就職等
に関す
る要件

ア　勤務地が鳥取県内に所在すること。
イ　就業先が、鳥取県が移住支援金の対象と
　　して県実施要領で定める求人紹介サイト

　　に掲載している求人であること。
ウ　週20時間以上の無期雇用契約に基づいて
　　県実施要領に定める移住支援金の対象法
　　人に就業していること。
エ　ウに規定する求人への応募日が、求人紹
　　介サイトの求人に移住支援金の対象とし
　　て掲載された日以降であること。
オ　当該法人に、移住支援金の申請日から５
　　年以上、継続して勤務する意思を有して
　　いること。
カ　転勤、出向、出張、研修等による勤務地
　　の変更ではなく、新規の雇用であること
　　。

鳥取県が実施するプロフェッショナル
人材事業又は先導的マッチング事業を
利用して就業した者で、次に掲げる事

項の全てに該当すること。
・勤務地が鳥取県内に所在すること。
・週20時間以上の無期雇用契約に基
　づいて就業していること。
・当該法人に、移住支給金の申請日
　から５年以上、継続して勤務する
　意思を有していること。
・転勤、出向、出張、研修等による
　勤務地の変更ではなく、新規の雇
　用であること。
・目的達成後の解散を前提とした個
　別プロジェクトへの参加等、離職
　することが前提でないこと。

・所属先企業からの
　命令ではなく、自
　己の意思により移

　住した場合であっ
　て、移住先を生活
　の本拠とし、移住
　元での業務を引き
　続き行うこと。
・移住先でテレワー
　クにより勤務する
　こととし、かつ週
　20時間以上テレワ
　ークを実施するこ
　と。
・デジタル田園都市
　国家構想交付金又
　はその前歴事業を
　活用した取組の中
　で、所属先企業等
　から当該移住者に
　資金提供されてい
　ないこと。

次に掲げるアに該当し、かつ
イ、ウ又はエに該当するこ
と。

ア　鳥取県が実施する「ふる
　　さと来ＬＯＶＥ（クラブ
　　）とっとり」にメンバー
　　登録をしていること。
イ　農林水産業又は家業に従
　　事する者。
ウ　県内もしくは、松江、安
　　来、出雲市内のいずれか
　　の事業所（とっとりビジ
　　ネス人材・求人紹介サイ
　　ト運営要領第７の１に定
　　める事業所）に就職して
　　いること。
エ　境港市空き家情報バンク
　　に登録のある物件を購入
　　や賃借した者、又は市の
　　定期借地権制度、もしく
　　は土地貸付及び譲渡の特
　　例制度を利用し、住宅を
　　新築していること。

鳥取県が「鳥取県地域
課題解決型起業支援補
助金交付要綱」等に従

い実施する起業支援事
業に係る起業支援金の
交付決定を受けた者
で、その決定日から１
年以内であること。

世帯に
関する
要件

その他
の要件

・暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者でないこと。
・日本人である、又は外国人であって、永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者、特別永住者のいずれかの在留資格を有すること。
・申請者は、過去10年以内に申請者を含む世帯員として移住支援金を受給していないこと。
・鳥取県又は本市が移住支援金の対象として不適当と認めた者でないこと。

移住先
要件

境港市地方創生移住支援金の要件一覧

単身の場合：６０万円、世帯の場合：１００万円（ただし、以下の要件を満たすこと）、１８歳未満の世帯員１人につき１００万円を加算
・申請者を含む２人以上の世帯員が移住元において、また、申請時において、同一世帯に属していたこと。
・申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、令和元年８月５日以降に本市へ転入したこと。
・申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、交付申請時において転入後１年以内であること。
・申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者でないこと。

就　職
テレワーク 関係人口 起業

直近10年間で通算５年以上、東京23区内に在住または東京圏から通勤していたこと。ただし、直近１年以上は、東京23区内に在住または東京圏から通勤していたこ
と。また、東京圏から東京23区内の大学等へ通学し、東京23区内の企業等へ就職し、通勤した者については、通学期間も対象期間にすることができる。

移住支援金の申請時において、転入後１年以内であること。本市に、移住支援金の申請日から５年以上、継続して居住する意思を有していること。


